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衆議院厚生労働委員会ニュース 

平成 26.3.12 第 186 回国会第４号 

 

3 月 12 日（水）、第４回の委員会が開かれました。 

 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

中 川 俊 直君（自民） 

・短期集中特別訓練事業の入札に関し、厚生労働省が（独）

高齢・障害・求職者雇用支援機構（ＪＥＥＤ）に便宜を

図った疑いに関する調査結果を受け、関係職員の処分を

検討し、入札をやり直すということでよいか。 

・男性の育児休業取得を促進するためには、育児休業給付

の給付率の更なる引上げとともに、代替要員確保や休業

後の円滑な復職の支援等の充実が必要ではないか。 

・中長期的なキャリア形成に資する専門的・実践的な教育

訓練の受講者が希望する仕事に就けるようどのようなサ

ポート体制を取っていくのかについて伺いたい。 

 

古 屋 範 子君（公明） 

・東日本大震災の被災地において、これまで緊急的な雇用

対策が講じられてきたが、今後は安定した雇用へつなげ

ていくことが必要ではないか。 

・在宅勤務の場合等における育児休業給付の支給要件を月

の勤務日数から時間数に弾力化する方針について確認し

たい。 

・育児休業取得者の代替要員確保を支援する中小企業両立

支援助成金を使い勝手が良くなるよう拡充すべきではな

いか。 

 

玉 木 雄一郎君（民主） 

・短期集中特別訓練事業の入札の公示前日（平成26年２月

17日）における厚生労働省とＪＥＥＤ担当者との打合せ

の内容について、ＪＥＥＤ理事長に伺いたい。 

・短期集中特別訓練事業の入札の公示の差し替えに伴う仕

様書の差し替えは、ＪＥＥＤが落札できるようにするた

めではないか。 

・２月17日以前の、厚生労働省担当者とＪＥＥＤとの接触

状況について伺いたい。 

 

大 西 健 介君（民主） 

・今回の短期集中特別訓練事業入札では、厚生労働省が当

初から、ＪＥＥＤに落札させることを念頭に置いていた

ことが窺える。多数の事業者が参入できる公平な入札を

確保するため、厚生労働省として今後どのような対応を

取るのか伺いたい。 

・雇用保険の積立金が６兆円程度に達していることから、

雇用保険料の引下げを検討すべきと考えるが、厚生労働

大臣の見解を伺いたい。 

・本法律案において、一般求職者給付（基本手当）の引き

上げを行わない一方、国庫負担のない就職促進給付や教

育訓練給付を拡充するのは、国庫負担の増加を避けたい

からではないか。 

 

柚 木 道 義君（民主） 

・短期集中特別訓練事業に関して、厚生労働省がＪＥＥＤ

に仕様書案を提供したことは、国家公務員法及び官製談

合防止法に触れることから刑事告発するべきではないか。 

・本法律の施行後、育児休業取得が困難な原因を調査した

上で育児休業給付制度の見直しを行うべきではないか。 

・賃金不払い等の理由でやむを得ず離職した自己都合離職

者についても会社都合同様に基本手当の給付日数を充実

するべきではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 雇用保険法の一部を改正する法律案（内閣提出第３号） 

・田村厚生労働大臣、古川財務副大臣、佐藤厚生労働副大臣、高鳥厚生労働大臣政務官及び政府参考人並びに参考人に

対し質疑を行いました。 

（参考人）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長           小 林 利 治君 



 

本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 

 2 

長 妻   昭君（民主） 

・短期集中特別訓練事業について、厚生労働省はＪＥＥＤ

に対して公示について資料の提供・説明の事実はないと

国会に報告しているが、厚生労働省とＪＥＥＤの打合せ

の議事録には公示日を事前に説明していた記述があり矛

盾しているのではないか。 

・国保保険料滞納を理由に市町村が短期被保険者証等の交

付や差押えを行う際に、健康保険の加入要件を満たす場

合には年金事務所へ通報する仕組みを構築するべきでは

ないか。 

・健康保険未加入者の実態についてサンプル調査を実施す

るべきではないか。また、国税庁は、所有する法人稼働

情報を厚生労働省にいつ提供するのか。 

 

浦 野 靖 人君（維新） 

・厚生労働省ＯＢがＪＥＥＤにどのような方法で再就職に

至ったのか伺いたい。 

・雇用情勢が改善しているにもかかわらず、解雇等による

離職者の所定給付日数を延長する個別延長給付や雇止め

等の離職者を解雇等の者と同じ所定給付日数を支給する

暫定措置を延長する理由について伺いたい。 

・現在の雇用保険の積立金の額に鑑みると、保険料率を引

き下げるべきと考えるが、厚生労働省の見解を伺いたい。 

 

上 野 ひろし君（維新） 

・育児休業の取得を促進するのであれば、雇用保険被保険

者以外の労働者も対象とするため、財源は少子化対策の

一環として一般会計で措置すべきと考えるが、厚生労働

省の見解を伺いたい。 

・中長期的なキャリア形成に資する教育訓練給付の指定講

座について、地域によって希望する講座を受けにくくな

らないよう指定していくべきではないか。 

・暫定措置の延長期間を一年として、国会で延長の必要性

についてその度に議論するべきだと考えるが、厚生労働

省の見解を伺いたい。 

 

重 徳 和 彦君（維新） 

・育児休業給付の位置付けを正面から少子化対策に位置付

けるとともに、国として出生率の数値目標を掲げるなど、

「増子化」に取り組んでいくべきではないか。 

・キャリア形成に資する教育訓練は本来社会に出る前に学

校で受けるべきと考えるが厚生労働省の見解を伺いたい。 

・育児休業給付や教育訓練給付の拡充は対象者を雇用保険

制度の枠内に限らず全ての者が対象となるよう、一般会

計による事業として実施すべきものではないか。 

 

中 島 克 仁君（みんな） 

・独立行政法人への現役出向について、役員とその他職員

の数をともに把握しなければ、関係省庁と当該法人との

関係の透明性を確保したことにはならないのではないか。 

・独立行政法人通則法では、独立行政法人の不正、不当行

為について、主務大臣は罰則等を伴わない是正要求しか

できないが、これでは主務官庁として十分な監督責任が

果たせないのではないか。 

・男性の育児休業取得者の拡大には代替要員が必要となる

が、代替要因を確保する企業に対する支援について厚生

労働大臣の所見を伺いたい。 

 

井 坂 信 彦君（結い） 

・短期集中特別訓練事業の入札に関し、公示前に厚生労働

省がＪＥＥＤに仕様書案を渡したことは入札妨害罪に当

たるのではないか。 

・補正予算による短期集中特別訓練事業に関連して、昨年

12月に厚生労働省の担当者とＪＥＥＤの担当者が接触し

ていることに関する担当局長及び担当課長の責任につい

てどのように考えているのか。 

・短期集中特別訓練事業に関し多額の基金を余らせている

中央職業能力協会への天下りを根絶すべきではないか。 

 

高 橋 千鶴子君（共産） 

・安全にかかわるトラブルが続いているつくばエクスプレ

スで、公休に出勤したり、事後に休みを振り替えたりす

ることで連続勤務がまかり通っている実態について厚生

労働大臣の見解を伺いたい。 

・中長期的なキャリア形成支援措置や育児休業給付より基

本手当を改善すべきとの雇用保険部会における意見に対

する厚生労働大臣の見解を伺いたい。 

・離職理由にやむを得ない面があるものの、現行の特定受

給資格者の基準に該当せずに自己都合離職となっている

事例を見直すべきとの意見がある。これについての厚生

労働省の対応を伺いたい。 

 

 

 


